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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　反応容器内に、直線形状又は中央で折返した形状の誘導結合型電極を配置したプラズマ
ＣＶＤ装置であって、
　前記誘導結合型電極の両端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、
　前記給電部と接地部との間又は前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若し
くはその自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給する構成とし、
　前記誘導結合型電極の表面の一部又は全体を誘電体で被覆し、
　前記誘電体の端部において、その断面をテーパー状としたことを特徴とするプラズマＣ
ＶＤ装置。
【請求項２】
　反応容器内に、直線形状又は中央で折返した形状の誘導結合型電極を配置したプラズマ
ＣＶＤ装置であって、
　前記誘導結合型電極の両端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、
　前記給電部と接地部との間又は前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若し
くはその自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給する構成とし、
　前記誘導結合型電極の表面の一部又は全体を誘電体で被覆し、
　前記誘電体を電極の長手方向に沿ってらせん形状に被覆したことを特徴とするプラズマ
ＣＶＤ装置。
【請求項３】
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　前記誘導結合型電極の給電部から接地部までの少なくとも一部の電極径を１０ｍｍ以下
としたことを特徴とする請求項１又は２に記載のプラズマＣＶＤ装置。
【請求項４】
　前記給電部から接地部までの少なくとも一部の電極径を１ｍｍ～１０ｍｍとしたことを
特徴とする請求項３記載のプラズマＣＶＤ装置
【請求項５】
　前記誘導結合型電極の電極径を変化させたことを特徴とする請求項１～４のいずれか１
項に記載のプラズマＣＶＤ装置。
【請求項６】
　前記高周波は６０ＭＨｚ以上の高周波であることを特徴とする請求項１～５のいずれか
１項に記載のプラズマＣＶＤ装置。
【請求項７】
　複数の前記誘導結合型電極を、同一平面内に平行に配置したことを特徴とする請求項１
～６のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置。
【請求項８】
　前記複数の誘導結合型電極の各々において、所定の位相の関係が保たれるように高周波
電力を供給する構成としたことを特徴とする請求項７に記載のプラズマＣＶＤ装置。
【請求項９】
　前記複数の誘導結合型電極の隣り合う電極の給電部において、高周波の位相が互いに逆
位相となるように高周波電力を供給する構成としたことを特徴とする請求項８に記載のプ
ラズマＣＶＤ装置。
【請求項１０】
　前記誘導結合型電極を複数の層に配置し、各層の両側に基板を配置したことを特徴とす
る請求項１～９のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置。
【請求項１１】
　反応容器内に、直線形状又は中央で折り返した形状を有する誘導結合型電極を配置し、
　前記誘導結合型電極の表面の一部又は全体を誘電体で被覆し、
　前記誘電体の端部においてその断面をテーパー状とし、
　前記誘導結合型電極の両端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、
　前記給電部と接地部との間又は前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若し
くはその自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給して前記反応容器内に導入され
た反応性ガスのプラズマを発生させ、
　該反応性ガスの構成元素の少なくとも１つを含む薄膜を形成することを特徴とするプラ
ズマＣＶＤ法。
【請求項１２】
　反応容器内に、直線形状又は中央で折り返した形状を有する誘導結合型電極を配置し、
　前記誘導結合型電極の表面の一部又は全体を誘電体で被覆し、
　前記誘電体を電極の長手方向に沿ってらせん形状に被覆し、
　前記誘導結合型電極の両端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、
　前記給電部と接地部との間又は前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若し
くはその自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給して前記反応容器内に導入され
た反応性ガスのプラズマを発生させ、
　該反応性ガスの構成元素の少なくとも１つを含む薄膜を形成することを特徴とするプラ
ズマＣＶＤ法。
【請求項１３】
　前記誘導結合型電極の給電部から接地部までの少なくとも一部の電極径を１０ｍｍ以下
とすることを特徴とする請求項１１又は１２に記載のプラズマＣＶＤ法。
【請求項１４】
　前記給電部から接地部までの少なくとも一部の電極径を１ｍｍ～１０ｍｍとすることを
特徴とすることを特徴とする請求項１３に記載のプラズマＣＶＤ法。
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【請求項１５】
　前記誘導結合型電極の電極径を変化させたことを特徴とする請求項１１～１４のいずれ
か１項に記載のプラズマＣＶＤ法。
【請求項１６】
　複数の前記誘導結合型電極を、同一平面内に平行に配置し、前記複数の誘導結合型電極
の各々において、所定の位相の関係が保たれるように高周波電力を供給することを特徴と
する請求項１１～１５のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ法。
【請求項１７】
　前記複数の誘導結合型電極の隣り合う電極の給電部において、高周波の位相が互いに逆
位相となるように高周波電力を供給することを特徴とする請求項１６に記載のプラズマＣ
ＶＤ法。
【請求項１８】
　前記誘導結合型電極を複数の層に配置し、各層の両側に基板を配置することを特徴とす
る請求項１１～１７のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ法。

【発明の詳細な説明】
技術分野
本発明はプラズマＣＶＤ装置及び方法に係り、特に、誘導結合型電極を用い、膜厚均一性
に優れた薄膜を形成するプラズマＣＶＤ装置及び方法に関する。
背景技術
太陽電池はクリーンなエネルギー源として注目され期待されているが、その普及を図るた
めにはコストダウンが不可欠であり、そのために大型基板に高品質で均一膜厚のａ－Ｓｉ
膜を高いスループットで形成できる薄膜形成装置が強く望まれている。
ａ－Ｓｉのような薄膜の形成には、平行平板型（容量結合型）のプラズマＣＶＤ装置が実
用化されている。平行平板型のプラズマＣＶＤ装置では、一つの電極板に対し対向する一
面しか成膜することができない。このため同一成膜室内で二面に同時成膜を行いたい場合
には、成膜室内に二つの高周波電極を設置し二つの放電領域を形成し両面成膜を行うのが
せいぜいである。放電領域数を増加させて多領域とするアイデアもあるが、現実的には構
造の複雑さや保守性の悪さ等、平行平板型電極の採用に伴う問題点が原因となって、実現
が非常に難しい。
また、基板の大型化とともに形成される薄膜の膜厚均一性が著しく低下してしまい、所望
の特性の太陽電池が得られなくなるという問題がある。
膜厚均一性の高い薄膜作製を行うには、基板全体で均一密度のプラズマを形成する必要が
あり、このために様々な検討がなされてきた。しかし、平行平板型電極方式では、基板の
大型化に伴い電極が大型化すると、均一密度のプラズマ形成は容易でなく、その理由とし
て、次のような原理上の問題が挙げられている。
すなわち、平行平板型電極では、均一密度のプラズマを形成するには、基板全体にわたり
電極間距離を精度良く維持して配置する必要があるが、これは基板が大型化すると極めて
困難となる。
さらには、電極が大きくなるとその表面に定在波が発生してしまい、このためプラズマが
分布してしまう場合がある。これは、ＶＨＦ帯等のより高い周波数を用いる場合には一層
顕著になる。このような理由から、例えば８０ＭＨｚの高周波の場合、基板の大きさは０
．３ｍｘ０．３ｍが限界といわれている（Ｕ．Ｋｒｏｌｌ　ｅｔ　ａｌ．，Ｍａｔ．Ｒｅ
ｓ．Ｓｏｃ．Ｓｙｍｐ．Ｐｒｏｃ．ｖｏｌ　５５７（１９９９）ｐ１２１－１２６）。
そこで、プラズマ維持メカニズムが容量結合型とは全く異なり、上記容量結合型固有の電
極間距離精度等の問題が起こることがなく、しかも高品質膜の高速成膜に有利なＶＨＦ帯
の高周波を用いて高いプラズマ密度を発生できる誘導結合型のプラズマＣＶＤ法が提案さ
れている。具体的には、梯子形状の電極（特開平４－２３６７８１号公報）や導電性線材
をジグザグに多数回折り曲げた電極（特許第２７８５４４２号公報）等の電極を用いた誘
導結合型電極方式のプラズマＣＶＤ装置が提案されている。
しかし、本発明者らが、上記構造の電極を含め、種々の誘電結合型電極を検討したところ
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、例えば、梯子形状やジグザグに折り曲げた誘導結合型電極は、基板の大型化に対応して
大きくなると、電流経路が均一となりにくく、また、予期できない場所に部分的に定在波
が発生してしまうため、プラズマ密度を均一にするのは難しく、従来の誘導結合型電極方
式で大面積基板に対応するのは困難であることが分かった。
そこで、本発明者らは、誘導結合型電極について、プラズマ均一化の基本的検討を行い、
上記従来の誘電結合型電極では、問題となった定在波を逆に利用した電極構造を開発した
。この電極は、例えばＵ字型電極の一端に給電部を設け、他端を接地する構造とし、接地
部及び給電部と折り返し部との距離を高周波の励起波長の１／２として、電極上の定めら
れた位置に定在波を立たせる構成とするものである（特願平１１－２５５２１９号）。こ
のような構成で、プラズマを発生させ薄膜を形成すると、電極の長手方向に沿って、給電
部側から徐々に減少した後増加し、極大をとって再び減少する膜厚分布が得られる。この
分布は、高周波電力の減衰と定在波の効果とが相乗的に作用する結果と考えられるが、こ
の膜厚分布には再現性があるため、所望の膜厚均一性が得られる領域だけを利用し、この
領域と同程度の大きさの基板を配置して均一膜厚の薄膜を形成するというものである。
この成膜方法は、電極周辺に発生するプラズマの均一な密度領域を利用するものであるた
め、基板寸法に比べて電極は当然に長くなり、装置自体もその分大きなものとなる。その
一方で、省スペース化、保守容易性や装置コストの観点から、装置の小型化に対する要望
は強く、そのためには、電極長手方向のより広い範囲で均一なプラズマを形成可能な電極
構造及び装置が必要となる。
また、プラズマＣＶＤ装置で安定した薄膜形成を連続して行うには、内壁等に付着する膜
が剥離する厚さになる前にクリーニング等を行い、定期的に付着膜を除去する必要がある
が、Ｕ字型電極構造の場合、給電部近傍でのプラズマ密度が高くなることから、給電部近
傍の内壁に付着する膜量が多くなり、クリーニング頻度が高いという問題があることが分
かった。
本発明は、かかる状況に鑑み、より大型な基板に膜厚均一性に優れた高品質薄膜を形成で
きるプラズマＣＶＤ装置及び方法を提供することを目的とする。すなわち、本発明の目的
は、電極長手方向のプラズマ均一領域を拡大し得る電極構造及び電力供給方法を提供し、
これにより、同じ装置寸法で、より大きな基板に膜厚均一性に優れた薄膜形成可能なプラ
ズマＣＶＤ装置及び方法を実現することにある。また、係る薄膜を高いスループットで形
成できるプラズマＣＶＤ装置及び方法を提供することを目的とする。さらに、装置内壁等
に付着する膜を抑制してクリーニング周期を延長し、生産性の高いプラズマＣＶＤ装置及
び方法を提供することを目的とする。
発明の開示
上記目的を達成すべく、本発明者は、プラズマ密度の均一領域の拡大を図るため、高周波
電力の給電方法、電極構造、成膜条件等を種々検討する中で、Ｕ字型電極の径により放電
領域が拡大縮小し、さらに給電部近傍のプラズマ密度が相対的に変化することを見出した
。また、電極径が部分的に異なる電極を用いてプラズマを発生させたところ、電極径の大
きさに対応したプラズマ密度の濃淡が生じる傾向があることが分かった。また、Ｕ字型電
極を誘電体で被覆すると、被覆の仕方によって、形成される薄膜の膜厚分布は特異な変化
を示すことを見出した。本発明は、かかる知見を基に、プラズマの均一化及び膜厚均一化
の検討をさらに進めて完成したものである。
すなわち、本発明のプラズマＣＶＤ装置は、反応容器内に、直線形状又は中央で折り返し
た形状の誘導結合型電極を配置したプラズマＣＶＤ装置であって、前記誘導結合型電極の
両端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、前記給電部と接地部との間又は
前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若しくはその自然数倍の定在波が立つ
ように高周波電力を供給する構成とし、かつ、前記誘導結合型電極の給電部から接地部ま
での少なくとも一部の電極径を１０ｍｍ以下としたことを特徴とする。
このように、給電部と接地部との距離又は給電部及び接地部と折り返し部との距離Ｌを、
高周波電力の励振波長λとの間で、ｎを自然数としたとき、Ｌ＝ｎ・λ／２の関係が略成
立するように設定することにより、安定したプラズマの発生・維持が可能となり、電極上



(5) JP 4867124 B2 2012.2.1

10

20

30

40

50

の所定の位置に均一なプラズマ密度を形成することができる。
さらに、電極径を１０ｍｍ以下で細くするほど、少ない投入電力で放電領域を伸ばすこと
ができ、より大型の基板に対応することができる。しかも、給電部近傍でのプラズマ密度
が相対的に低くなるため、その周辺の内壁に堆積する付着膜量が減少し、その結果、クリ
ーニング周期が延びることになる。このように、電極径は１０ｍｍ以下であれば、特に制
限はないが、取扱い、取付け容易の観点から、１ｍｍ～１０ｍｍとするのが好ましい。ま
た電極径を変化させても良い。
なお、上記励振波長λと距離Ｌとの間の関係において、λは励振周波数ｆと真空中におけ
る電波伝搬速度ｃとによって決定される真空中におけるλ０とは厳密には異なっている。
本発明者らの検討によれば、λは第一近似としてはλ０で求まるものの、電極をとりまく
誘電体やプラズマの誘電率や幾何学的構造等にも影響を受ける。
また、本発明のプラズマＣＶＤ装置は、反応容器内に、直線形状又は中央で折り返した形
状の誘導結合型電極を配置したプラズマＣＶＤ装置であって、前記誘導結合型電極の両端
部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、前記給電部と接地部との間又は前記
給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若しくはその自然数倍の定在波が立つよう
に高周波電力を供給する構成とし、かつ、前記誘導結合型電極の電極径を変化させたこと
を特徴とする。
１つの電極内で電極径を変化させると、プラズマの強度がそれに応じて変化する傾向にあ
るため、同一径の電極を用いた場合に生じるプラズマ密度の濃淡に対応して電極径を部分
的に変えることにより、プラズマ密度の均一化を図ることができる。この場合、電極径を
１０ｍｍ以下とすることにより、放電領域を拡大しかつプラズマを均一化できるため、よ
り大型の基板に膜厚均一性に優れた薄膜を形成することが可能となる。
すなわち、本発明のプラズマＣＶＤ装置は、反応容器内に、直線形状又は中央で折返した
形状の誘導結合型電極を配置したプラズマＣＶＤ装置であって、前記誘導結合型電極の両
端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、前記給電部と接地部との間又は前
記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若しくはその自然数倍の定在波が立つよ
うに高周波電力を供給する構成とし、かつ、前記誘導結合型電極の表面の一部又は全体を
誘電体で被覆したことを特徴とする。
誘電体で電極表面を被覆することにより、電極長手方向のプラズマ密度分布をより均一化
できることになる。即ち、電極径を変化させる場合と同様の効果が得られ、同じ装置寸法
で、より大型の基板に均一膜厚の薄膜を形成することが可能となる。すなわち、装置の小
型化が達成されることになる。
また、前記誘電体は電極長手方向に厚みを変化させるのが好ましい。特に給電部付近で膜
厚が厚くなると言う現象を抑制するため、給電部に近い電極部を厚い誘電体で覆い、その
厚みを徐々に薄くしていったり、電極中央付近で膜厚が厚くなるという現象を抑制するた
めに、中央付近を厚い誘電体で覆い、その端部をテーパー形状とし、誘電体の端ほど誘電
体の厚みが減少する形状とするのが好ましい。これにより、誘電体端部での急激なインピ
ーダンス変化が抑えられ、より均一密度のプラズマを形成することが可能となる。あるい
は、前記電極の長手方向に沿ってらせん形状に電極を被覆しても良い。これにより、誘電
体端部でのプラズマ密度が平坦化され、電極に沿ったプラズマ密度は一層均一化する。
本発明のプラズマＣＶＤ装置は、前記誘導結合型電極を同一平面内に、複数個平行に配置
したことを特徴とする。基板の幅方向に複数の電極を配置することにより、簡単な構成で
どのような幅の基板にも均一な薄膜形成が可能となる。
この場合、前記複数の誘導結合型電極の給電部において、高周波の位相を常に同じ関係が
保たれるように構成するのが好ましい。これは、各電極の位相が制御された状態にないと
、基板幅方向において再現性のない不均一な分布が生じ易くなるからである。特に、隣り
合う電極間で逆位相とするのが好ましい。電極間で位相を交互に逆位相とすることで、膜
厚均一性は一層向上する。すなわち、隣り合う電極間の高周波電力の相互作用により、基
板幅方向のみならず、電極長手方向の膜厚均一性もさらに向上する。
さらに、本発明のプラズマＣＶＤ装置は、前記誘導結合型電極を複数の層に配置し、各層
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の両側に基板を配置したことを特徴とする。上記誘導結合型電極を用いることにより、容
量結合型の場合とは異なり装置の巨大化や保守性の悪化を招くことなく、いわゆる多領域
成膜方式を採用することができ、多数の基板面上に同時成膜することが可能な装置を構築
することが可能となる。その結果、スループットが大幅に向上し、例えば太陽電池の低コ
スト化に大きく貢献する。
また、本発明のプラズマＣＶＤ装置は、反応容器内に、直線形状又は中央で折返した形状
の誘導結合型電極を複数個平行に配置したプラズマＣＶＤ装置であって、前記複数の誘導
結合型電極の各々の両端部にそれぞれ高周波電力の給電部及び接地部を設け、前記給電部
と接地部との間又は前記給電部及び接地部と前記折り返し部との間に半波長若しくはその
自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給する構成とし、かつ、隣り合う電極の給
電部に供給する高周波電力の位相が互いに逆位相となるようにしたことを特徴とする。
逆位相とする方法は、電極を誘電体で覆っていない場合にも有効であり、電極中央付近に
膜厚の厚い領域が生ずる現象が抑制される。
一方、本発明のプラズマＣＶＤ法は、反応容器内に、直線形状又は中央で折返した形状を
有する誘導結合型電極を配置し、前記誘導結合型電極の両端部にそれぞれ高周波電力の給
電部と接地部とを設け、前記誘導結合型電極の給電部から接地部までの少なくとも一部の
電極径を１０ｍｍ以下とするか、あるいは前記誘導結合型電極の電極径を変化させ、前記
給電部と接地部との間又は前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若しくはそ
の自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給して前記反応容器内に導入された反応
性ガスのプラズマを発生させ、該反応性ガスの構成元素の少なくとも１つを含む薄膜を形
成することを特徴とする。
また、本発明のプラズマＣＶＤ法は、反応容器内に、直線形状又は中央で折返した形状を
有しかつその表面の一部又は全体を誘電体で被覆した誘導結合型電極を配置し、前記誘導
結合型電極の両端部にそれぞれ高周波電力の給電部と接地部とを設け、前記給電部と接地
部との間又は前記給電部及び接地部と折り返し部との間に半波長若しくはその自然数倍の
定在波が立つように高周波電力を供給して前記反応容器内に導入された反応性ガスのプラ
ズマを発生させ、該反応性ガスの構成元素の少なくとも１つを含む薄膜を形成することを
特徴とする。
さらに、本発明のプラズマＣＶＤ法は、反応容器内に、直線形状又は中央で折返した形状
の誘導結合型電極を複数個平行に配置し、前記複数の誘導結合型電極の各々の両端部に高
周波電力の給電部と接地部とを設け、隣り合う電極の給電部に供給する高周波電力の位相
を互いに逆位相とし、かつ前記給電部と接地部との間又は前記給電部及び接地部と前記折
り返し部との間に半波長若しくはその自然数倍の定在波が立つように高周波電力を供給し
て前記反応容器内に導入された反応性ガスのプラズマを発生させ、該反応性ガスの構成元
素の少なくとも１つを含む薄膜を形成することを特徴とする。
発明を実施するための最良の形態
以下に本発明の実施の形態を図を参照して詳細に説明する。
（第１の実施形態）
図１は、本発明のプラズマＣＶＤ装置の第１の実施形態を示す模式的断面図である。図に
示すように、プラズマＣＶＤ装置は、ガス導入口５と排気口６を有する成膜室１に、外径
１０ｍｍ以下でＵ字型に折り曲げられた誘導結合型電極２が配置され、その一端の高周波
電力の給電部９を同軸ケーブル８を介して高周波電源７に接続し、他端の接地部１０を成
膜室の壁に連結して接地する。
ここで、給電部９及び接地部１０と折り返し部４との間の長さは、高周波の励振波長の略
１／２又はその自然数倍に定められる。これにより、安定して放電を発生・維持すること
ができる。なお、図１に示すＵ字型電極の場合、折り返し部とは曲率を有する半円状の部
分をいう。
本実施形態の誘導結合型電極としては、図１に示したように、外径１０ｍｍ以下のＳＵＳ
、Ａｌ、Ｃｕ製等の棒（線）状または管状の導体をＵ字型に折り返した形状のもの以外に
、例えば「コ」の字型のような矩形のものでも良い。また、電極全体が導体である必要は
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なく、例えば、絶縁体を導体で被覆した形態のものであっても良い。本発明の中央で折り
返した形状の電極は、例えば一本の棒材を折り曲げて一体に形成したものである必要はな
く、例えば２本の直線状電極を金属板等で接続・固定した構造であっても良い。なお、コ
の字型電極の場合、折り返し部とは、間の直線部をいう。
本実施形態の電極は、例えば図２に示すように、給電部から折り返し部までの少なくとも
一部の電極径が１０ｍｍ以下であれば、他の部分は１０ｍｍより太くても良い。従って、
電極全体にわたって同一径であっても、長手方向に変化させてもよく、例えば、給電部か
ら徐々に径が増加する形状であっても良い。また、電極径の下限は特に制限はなく、投入
電力等との関係で電極が断線することなく安定して放電を持続できるものであればどのよ
うな細線でも良いが、取扱い、取付け容易性から、電極径１ｍｍ～１０ｍｍのものが好適
に用いられる。
例えば、給電側の電極を１０ｍｍより細くすることにより、放電領域をより小さい投入電
力で先端部（折り返し部）側に拡げることができる。この結果、より広い成膜領域が形成
され、大型基板への成膜が可能となる。
また、給電側の電極径を小さくすることにより、給電部近傍のプラズマ密度が相対的に減
少する。即ち、成膜領域に対する給電部近傍のプラズマ密度比が小さくなるため、エネル
ギーが効率的に成膜に使われ、また給電部近傍の装置内壁に付着する膜量が抑えられるこ
とになる。そして、内壁に付着する膜厚が剥離する膜厚になるまでの成膜回数が増加する
ため、メンテナンス周期が伸び、全体的な生産性を向上させることが可能となる。
次に、図１に示したプラズマＣＶＤ装置を用いて、基板上に薄膜を形成する方法を説明す
る。
まず、ガス導入口５から所定の流量の反応性ガスを成膜室１に導入し、排気口６部に設け
られたメインバルブ（不図示）を調節して所定の圧力に設定した後、高周波電源７から給
電部９に高周波電力を供給する。高周波の周波数を定在波が立つように調節すると、電極
２に沿ってプラズマが発生する。プラズマは電極２に沿って給電側及び接地側から電極先
端部（折り返し部）に向かって伸び、反応性ガスは、プラズマにより分解・活性化され、
電極２に対向する位置に配置された基板１１上に膜厚均一性に優れた薄膜が堆積する。こ
こで、給電側の電極径を１０ｍｍ以下とすることにより、より小さい電力で電極先端部ま
で放電が伸びる。また、同じ電力を投入した場合、電極径の細い方が速い成膜速度が得ら
れる。さらに、給電部付近のプラズマ密度は低くなるため、内壁への膜の付着量が減少す
ることになる。
以上は、給電側の電極径を１０ｍｍ以下とする場合について述べてきたが、本実施形態の
誘導結合型電極は、これに限らず、１０ｍｍ以上であっても、電極の径が電極長手方向に
変化する形状のものであれば用いることができる。即ち、同一径で、中央で折り返した形
状の電極を用いると部分的にプラズマに濃淡が生じるが、この濃淡分布に対応して電極径
を変化させることにより、プラズマの濃淡比を減少させ、膜厚の均一性を向上させること
ができる。
従って、電極径を変化させるとともに１０ｍｍ以下の部分を設けることにより、放電領域
拡大の効果とプラズマ均一化の効果とが得られることになり、一層大型の基板に均一膜厚
の薄膜形成が可能となる。
（第２の実施形態）
図３は、本発明のプラズマＣＶＤ装置の第２の実施形態を示す模式的断面図である。装置
構成は、誘導結合型電極を除いて図１の装置構成と同じであり、誘導結合型電極２の表面
はテフロンのような誘電体３で被覆されている。
誘電体は、図３に示すように、電極全面を被覆するように形成してもよいが、電極表面の
一部のみを被覆しても良い。いずれの場合も、膜厚均一性を向上させることができ、プラ
ズマ密度分布（或いは膜厚分布）のパターンに応じて、誘電体形成位置及びその形状等が
定められる。
例えば、電極全面を誘電体で被覆すると、高周波電力の伝搬に伴う減衰の効果と定在波と
の効果との相乗的作用に起因して出現すると考えられる膜厚分布の極大が減少し、所定の
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膜厚が得られる成膜範囲が拡大する。さらに、誘電体の厚さを電極長手方向に変化させる
ことにより、得られる薄膜の膜厚均一性を更に向上させることができる。
また、誘電体を電極表面全体ではなく、例えば、図４（ａ）に示したように、給電部側の
直線部にのみ形成しても良い。これにより、給電部側でのプラズマ密度の増大が抑えられ
、電極全体としてプラズマ密度が平均化され、膜厚均一性が向上する。
さらに、プラズマ密度が高くなる電極部分のみに設けることにより、電極長手方向に沿っ
てより膜厚均一性のある薄膜形成が可能となる。ここで、被覆する誘電体の厚さによって
は、誘電体端部でプラズマ密度が増大し、対応する基板上の位置で膜厚分布のピークが現
れる場合がある。この場合には、図４（ｂ）に示したように、誘電体端部での断面をテー
パー形状とし、誘電体端部に向かって徐々に誘電体の厚みを薄くする形状とするのが好ま
しい。これにより、端部に対応する部分での膜厚ピークの出現が抑えられ、膜厚分布は更
に改善される。あるいは、図４（ｃ）に示すように、電極長手方向に沿って、誘電体をら
せん形に被覆しても良く、誘電体端部でのプラズマ密度が平均化され、同様に膜厚分布は
改善される。
なお、誘電体の厚さは、その誘電率（材質）により、プラズマ密度分布（膜厚分布）の程
度に応じて適宜選択されるが、例えばテフロンの場合０．１ｍｍ程度以上が好適に用いら
れる。誘電体は、プラズマ、熱に対して安定なものであれば、テフロンのような有機系材
料、アルミナ、石英のような無機系材料等のどのような材質のものでも良いが、高周波損
失の大きな材料は好ましくない。
本実施形態においては、誘導結合型電極として、図１に示した折り返し形状の電極に限ら
ず、直線状の電極を用いることもできる。この場合は、一端を供給部、他端を接地部とし
て成膜室の対向する壁に取り付け、この２点間距離Ｌを高周波の励振波長λとの間で、Ｌ
＝ｎ・λ／２（ｎは自然数）の関係が略成立するように設定する。
以上、第１の実施形態及び第２の実施形態で述べてきたように、誘導結合型電極を、１）
給電部から接地部までの少なくとも一部の電極径を１０ｍｍ以下とする、２）電極径を変
化させる、３）誘電体で被覆することにより、またこれらを組み合わせることにより、よ
り大型の基板に対し、膜厚均一性に優れた薄膜を形成することが可能となる。
（第３の実施形態）
本発明のプラズマＣＶＤ装置の第３の実施形態を図５に示す。
図１及び３に示したＰＣＶＤ装置は、成膜室に誘導結合型電極を１つ配置する構成とした
が、基板の幅が大きい場合には、図５に示すように、複数の電極を基板幅に対応して平行
に配列し、各々の電極に高周波電力を供給できるようにすればよい。なお、図５において
、１２は基板ホルダである。
ここで、各電極の給電部で、高周波の位相が制御された状態となるように高周波電力を供
給するのが好ましい。各電極の位相が制御された状態にないと基板幅方向に再現性のない
不均一な膜厚分布が発生し易くなる。さらに、隣り合う電極間で逆位相となるように（即
ち、位相を１８０°ずらして）高周波電力を供給するのがより好ましい。隣り合う電極間
で高周波の位相を逆転させることにより、基板全体で特性の揃った均一膜厚の薄膜を形成
することができる。以上はＵ字型のような折り返し形状を有する電極に限らず、直線状の
棒状電極を用いた場合も同様である。
なお、逆位相の高周波を、複数の電極に交互に供給する方法としては、複数の電極の一つ
おきに、給電部と折り返し部の長さ（直線形状の電極の場合は、給電部と接地部との長さ
）を高周波の半波長分長くして給電部を成膜室外に設けるか、又は半波長分の長さに等価
な同軸ケーブルを給電部に継ぎ足せばよい。また、高周波電源に移相器を設けて、半波長
ずれた高周波を１つおきに供給してもよい。逆位相の高周波を入力することにより、基板
幅方向のみならず電極長手方向の膜厚均一性は一層向上する。
（第４の実施形態）
本発明のプラズマＣＶＤ装置の第４の実施形態を図６に示す。
本実施形態のプラズマＣＶＤ装置は、図５に示した基板幅に配列した電極列を、さらに所
定の間隔を開けて複数層に配置し、各電極層の両側に基板を配置したものである。このよ
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ことが可能となり、スループットを大幅に上げることができる。しかも、電極と基板間距
離は３０～６０ｍｍ程度と短くできるため、装置設置面積に対するスループット比の優れ
た薄膜形成装置を実現することができる。
なお、本発明においては、３０～３００ＭＨｚのＶＨＦ帯の高周波電源が好適に用いられ
る。
実施例
次に、実施例を挙げて、本発明をより具体的に説明する。
（実施例１）
図５に示す構造の装置において、種々の外径の棒材をＵ字型又はコの字型に加工して配置
し、種々の条件でプラズマを発生させて薄膜を形成するとともに、発生するプラズマ状態
を目視で観察した。
本実施例では、外径１、４、６、１０ｍｍのＳＵＳ又はＣｕ製棒又は管を中心間距離が３
０ｍｍとなるように折り返して、長さ１５７０ｍｍのＵ字型又はコの字型とし、図４（ａ
）に示したように、給電側の表面をテフロンチューブで被覆した電極を用いた。この電極
６本を、隣接する棒材の中心間距離を３０ｍｍとして、図５に示すように同一平面内に取
り付け、電極表面と基板表面との間隔を４０ｍｍとして、基板１１（１２００ｍｍｘ５０
０ｍｍ）を配置した。なお、電極の給電部はフィードスルーの成膜室内部側端子に連結し
、接地部は成膜室内壁に連結した。
この成膜室１内部にＳｉＨ４ガスを２００ｓｃｃｍを導入し、１Ｐａに設定した後、交互
に逆位相の高周波を供給し、定在波を立たせるように周波数を調節してプラズマを発生さ
せ、ａ－Ｓｉの薄膜を基板１１上に形成した。このときの高周波の周波数は８５ＭＨｚで
あり、真空中の半波長（＝１７６５ｍｍ）は、給電部９と折り返し部４との間の長さＬ（
＝１５７０ｍｍ）と異なるが、これはプラズマの比誘電率が真空と異なるからであり、こ
の周波数で安定した放電が確認されている。
なお、外径１ｍｍの電極は、Ｃｕ線を用い、テフロンの厚さを２ｍｍとし、外径４、６、
１０ｍｍの電極については、ステンレス棒材を用い、テフロンの厚さを１ｍｍとした。な
お、電極形状は、１ｍｍ、１０ｍｍ径の場合Ｕ字型とし、４ｍｍ、６ｍｍ径の電極はコの
字型とした。
１～１０ｍｍ径の各電極について、投入電力を変化させたときの放電領域の変化を目視観
察した結果を表１に示す。また、形成した薄膜について、基板中心部における電極長手方
向の膜厚分布を測定した結果の一例を図７に示す。
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表１が示すように、電極径が大きいほど、放電領域を電極先端側に広げるにはより大きな
投入電力が必要となり、低い電力では放電領域が伸びないか、あるいは安定した放電を維
持できない傾向があることが分かる。逆に、電極が細いほど、低い電力で安定した放電を
維持できるとともに、放電領域が伸び成膜領域を拡大できることが分かる。図７は異なる
電極径を用いて成膜速度の変化を比較したグラフである。図７において、φ６ｍｍとφ１
０ｍｍは電極１本あたり２５Ｗ、φ４ｍｍは１３．７５Ｗ投入している。図７の膜厚分布
からも明かなように、電極径を１０ｍｍ以下とし、所定の電力を供給することにより、広
い範囲にわたって均一な膜厚分布を得ることができる。また、同じ電力を投入した場合、
電極径が細いほど速い成膜速度が得られることが分かる。このことから、細い電極ほどエ
ネルギーの利用効率が高くなると思われる。
また、表１には示していないが、電極径を小さくするほど、給電部付近のプラズマは暗く
なり、成膜領域のプラズマの明るさに近づく現象が観察された。これは、図７の膜厚分布
において、電極が太い場合には給電部（図の左端の外側の位置）に向かって成膜速度が大
きく上昇するのに対し、電極が細くなるほど成膜速度上昇の程度が減少することと一致す
る。
（実施例２）
本実施例では、誘電体被覆及び給電方法の違いにより膜厚分布が変動する様子を説明する
。
図５に示す構成のプラズマＣＶＤ装置を用いて、ガラス基板上にａ－Ｓｉの成膜を行った
。本実施例では、直径１０ｍｍのＳＵＳ製丸管を中心間距離が３０ｍｍとなりように折り
返して、長さ１５７０ｍｍのＵ字型とし、その表面全面を厚さ１ｍｍのテフロンチューブ
で被覆した電極を用いた。この電極６本を、隣接する丸管の中心間距離を３０ｍｍとして
図５に示すように同一平面内に取り付け、電極表面と基板表面との間隔を４０ｍｍとして
、基板１１（１２００ｍｍｘ５００ｍｍ）を配置した。
この成膜室１内部にＳｉＨ４ガスを２００ｓｃｃｍを導入し、１Ｐａに設定した後、全電
極に同位相、又は交互に逆位相の高周波を２５Ｗずつ供給し、定在波を立たせるように周
波数を調節してプラズマを発生させａ－Ｓｉの薄膜を基板上に形成した。他の条件は実施
例１と同じである。
得られた薄膜について、基板中心部における電極長手方向の膜厚分布を測定した。その結
果を図８に示す。なお、比較のため、誘電体を被覆しない電極を用いて同様に薄膜を形成
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各グラフの電極構成及び高周波供給方法は、（ａ）電極被覆なし、同位相、（ｂ）電極被
覆なし、逆位相、（ｃ）電極テフロン被覆、同位相、（ｄ）電極テフロン被覆、逆位相で
あり、横軸は基板上の電極長手方向の位置、縦軸は規格化した膜厚を示す。
図８が示すように、テフロンで被覆した電極を用いることにより、高周波の減衰と定在波
との相乗効果に起因する基板位置８００ｍｍ付近のピークは消失し、膜厚均一性は大きく
改善されることが分かる。また、逆位相の高周波電力を１つおきに供給することにより、
膜厚均一性はさらに向上することが分かる。
このように、１ｍｍ厚のテフロンを均一に電極全面に形成し、逆位相の高周波を供給する
装置構成とすることにより、従来に比べ膜厚分布を大幅に改善することが可能となるが、
さらに誘電体の膜厚を電極長手方向に変化させるか、あるいは誘電体を部分的に形成する
ことにより、１２００ｍｍ若しくはそれ以上の大型基板でもより一層均一性の高い薄膜を
形成することが可能となる。
以上の実施例で述べたように、直径１０ｍｍ以下のＵ字型またはコの字型電極を用い、あ
るいは誘電体で被覆した電極を用いることにより、プラズマ領域をより一層拡大し、かつ
均一化することが可能となる。しかも、給電部近傍での装置内壁への付着膜の形成を抑え
ることが可能となることから、メンテナンス周期が伸び、生産性が向上することになる。
産業上の利用可能性
本発明のプラズマＣＶＤ法により、すなわち、折り返し形状の誘導結合型電極の給電部か
ら折り返し部までの少なくとも一部を１０ｍｍ以下とし、定在波が立つように高周波電力
を供給してプラズマを発生させることにより、電極長手方向に放電領域を拡大することが
でき、より大型の基板への薄膜形成が可能となる。電極径を細くすることにより、より小
さな電力でプラズマが発生し、また同じ電力を投入した場合、電極径の細いほうがより速
い成膜速度を実現できる。さらには、給電部近傍でのプラズマ密度を低減することができ
るため、給電部近傍の装置内壁に付着する膜を減少させ、クリーニング頻度を大きく下げ
ることができる。
また、電極径を変化させ、又は電極を誘電体で被覆することにより、電極長手方向でプラ
ズマ密度を部分的に調整でき、より一層、膜厚均一性に優れた薄膜を形成することが可能
となる。
さらには、誘導結合型電極を複数配置し、一つおきに逆位相となる高周波電力を供給する
ことにより、膜厚均一性を一層向上させることが可能となる。
これにより、クリーニング頻度が少なくてすみ、しかも大型基板に膜厚均一性の高い薄膜
を形成可能なプラズマＣＶＤ装置を実現することが可能となる。
本発明の誘導結合型電極を複数層に配置しその両側に基板を配置する構成とすることによ
り、高スループットのプラズマＣＶＤ装置及び方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
図１は、本発明のプラズマＣＶＤ装置の第１の実施形態を示す模式的断面図である。
図２は、誘導結合型電極の電極形状の一例を示す模式図である。
図３は、本発明のプラズマＣＶＤ装置の第２の実施形態を示す模式的断面図である。
図４は、誘電体の被覆形状の一例を示す模式図である。
図５は、本発明のプラズマＣＶＤ装置の第３の実施形態を示す模式的断面図である。
図６は、本発明のプラズマＣＶＤ装置の第４の実施形態を示す模式的側面断面図である。
図７は、実施例１の膜厚分布を示すグラフである。
図８は、実施例２の膜厚分布を示すグラフである。
なお、図において、１は成膜室、２は誘導結合型電極、３は誘電体、４は折り返し部、５
はガス導入口、６は排気口、７は高周波電源、８は同軸ケーブル、９は高周波電力給電部
、１０は接地部、１１は基板、１２は基板ホルダーを示す。
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